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(54) Title: INTERNAL CONTACT THERMOMETER

(54) 発 明の名称 ：接触 式 内部温度計

(57) Abstract: The purpose o f the invention i s t o provide an internal contact thermometer capable o i measuring the internal temper
ature o f a measured object quickly, accurately and easily. The internal contact thermometer (100) according t o the invention com
prises at least: a measurement surface (20); and a first temperature sensor laminate (33) and a second temperature sensor laminate
(34) in each o f which a measurement surface-side temperature sensor i s disposed on the measurement surface side o f a heat-resistant
body and a reverse-side temperature sensor i s disposed on the reverse side. The internal contact thermometer comprises: a bypass
member (42) that forms a bypass channel, which i s a thermal connection between the measured object and the reverse side-temperat -
ure sensor o f the first temperature sensor laminate (33) and the reverse- side temperature sensor o f the second temperature sensor
laminate (34); a bypass channel-connecting/blocking mechanism for connecting and blocking the bypass channel; and an internal
temperature-calculating unit that calculates the internal temperature o f the measured object on the basis o f the measurement results
o f the measurement surface-side temperature sensors and the reverse-side temperature sensors.

(57) 要約：
[続葉有]



添付公開書類：

- 国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))

迅速 正確 かつ簡便 に測定対象物の 内部温度 を測定可能 な接触 式 内部温度計 を提供 す る こと。本発 明
に係 る接触 式 内部温度計 1 0 0 は、測定面 2 0 と、熱抵抗体の測定面側 に測定面側温度セ ンサ が配置 さ
れ 、背面側 に背面側温度 セ ンサ が配置 され る第 1 の温度セ ンサ積 層体 3 3 と第 2 の温度セ ンサ積 層体 3
4 を少 な くとも有 し、測定対象物 と第 1 の温度 セ ンサ積層体 3 3 の背面側温度 セ ンサ 及び第 2 の温度 セ
ンサ積 層体 3 4 の背面側温度セ ンサ 間の熱 的接続 で あるバ イパ ス流路 を形成す るバイパス部材 4 2 と、
前記バ イパ ス流路 を接続 及 び遮 断す るバ イパス流路接続遮 断機構 と、前記 測定面側温度セ ンサ 及 び前記
背面側 温度 セ ンサ の 測 定結 果 に基 づ いて測定 対 象 物の 内部 温 度 を算 出す る内部温 度 算 出部 と、 を有 す
る。



明 細 書

発明の名称 ：接触式内部温度計

技術分野

[0001 ] 本発明は、接触式内部温度計に関する。

背景技術

[0002] 様々な状況において、測定対象物の表面温度ではなく、その内部温度を迅

速 正確かつ簡便 （すなわち、非侵襲）に測定したいとの要求が存在 してい

る。そのような要求の代表的なものとして、人体を含む生体の体温測定が挙

げられる。 しかしながら、生体の内部温度 （深部体温などと称されることも

ある）、すなわち、血流により概ね恒温に保たれていると考えられる程度の

生体内部の温度を測定するのは通常困難である。測定対象が人体の場合、一

般的には、舌下や脇の下など熱が外部に逃げにくい場所に温度計を保持 し、

温度計と人体とが熱平衡状態となってからの温度計の読みを体温として採用

することが多いが、熱平衡状態が得られるまでに 5 分から 1 0 分程度と長時

間を要 し、また得られる体温は必ずしもその内部温度と一致するとは限らな

し、。このため、かかる方式は、乳幼児やある種の傷病患者等、長時間の体温

測定が困難な対象への適用が困難な場合があり、また、精密な体温管理を行

うに足る精度の高い体温を得るのは難 しい。

[0003] そのため、人体の内部温度を迅速 正確に測定するための種々の温度計が

提案されている。

[0004] 特許文献 1 には、断熱材を挟む第 1 の温度測定手段と第 2 の温度測定手段

、及び第 1 の温度測定手段を加熱する可変温度加熱手段を有する電子体温計

が記載されている。この電子体温計は、第 2 の温度測定手段で被測定体側の

部位の温度を測定しつつ第 1 の温度測定手段での温度も測定する。そして可

変温度加熱手段で第 1 の温度測定手段の温度を変化させることで熱平衡状態

となることを防ぎながら複数回の測定を行い、得られた結果に基づいて熱伝

導方程式の逆問題を解くことで内部温度を算出する。



[0005] 特許文献 2 には、体表面に接触する第 1 の温度センサと、第 1 の温度セン

ザに対 し断熱材を挟んで配置される第 2 の温度センサからなる組を少なくと

も二組備え、それぞれの組における断熱材の熱抵抗値が異なる非加熱型深部

体温計が記載されている。この非加熱型深部体温計は、定常状態における各

温度センサにおける温度測定結果から連立熱伝導方程式を解き、深部体温を

求める。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献 1 ：特許第 4 2 0 7 4 7 0 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 7 _ 2 1 4 0 7 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題

[0007] 上述の特許文献 1 のように、接触式内部温度計が可変温度加熱手段、すな

わちヒータを必要とする場合には、消費電力が大きく、小型であることが要

求される携帯型の接触式内部温度計には不向きである。また、温度計を人体

表面と接触させることを考慮すると、ヒータを搭載するのは好ましくない。

[0008] 上述の特許文献 2 ではヒータを必要としないが、定常状態での測定が必要

であり、体表面からは断熱材を隔てて配置される第 2 の温度センサが定常状

態となるまでには相当程度の時間が必要であり、迅速な内部温度測定が実現

されているとは言い難い。

[0009] 本発明はかかる事情に鑑みてなされたものであり、その解決 しょうとする

課題は、迅速 正確かつ簡便に測定対象物の内部温度を測定可能な接触式内

部温度計を提供することである。

[001 0] なお、ここまでの記載は接触式内部温度計の代表的な例として人体の内部

温度を測定する体温計について主に説明したが、本発明が対象とする接触式

内部温度計はこれに限定されるものでなく、生物 無生物問わず非侵襲にて

その内部温度を測定する必要があるいかなる測定対象物にも適用可能である



課題を解決するための手段

[001 1] 上記課題を解決すべ く本出願において開示される発明は種々の側面を有 し

ており、それら側面の代表的なものの概要は以下のとおりである。

[001 2] ( ) 測定対象物の内部温度を算出するため前記測定対象物の被測定面に

接触させる測定面と、第 1 の熱抵抗体の測定面側に第 1 の測定面側温度セ ン

ザが配置され、背面側に第 1 の背面側温度センサが配置される第 1 の温度セ

ンサ積層体と、第 2 の熱抵抗体の測定面側に第 2 の測定面側温度センサが配

置され、背面側に第 2 の背面側温度センサが配置される第 2 の温度センサ積

層体を少なくとも有 し、定常状態において前記第 1 の温度センサ積層体を通

過する熱流束と前記第 2 の温度センサを通過する熱流束が異なるように構成

され、前記測定対象物と前記第 1 の背面側温度センサ間及び、前記測定対象

物と前記第 2 の背面側温度センサ間の熱的接続であるバイパス流路を形成す

るバイパス部材と、前記バイパス流路を接続及び遮断するバイパス流路接続

遮断機構と、前記第 1 の測定面側温度センサ、前記第 1 の背面側温度センサ

、前記第 2 の測定面側温度センサ及び前記第 2 の背面側温度センサの測定結

果に基づいて前記測定対象物の内部温度を算出する内部温度算出部と、を有

する接触式内部温度計。

[001 3] ( 2 ) ( 1 ) において、前記バイパス部材の熱抵抗は、前記第 1 の熱抵抗

体及び前記第 2 の熱抵抗体の熱抵抗より小さい接触式内部温度計。

[0014] ( 3 ) ( 1 ) 又は （2 ) において、前記バイパス流路が接続されているか

否かを検知する接続検知部を有 し、前記内部温度算出部は、前記接続検知部

により前記バイパス流路が接続されたことを検知 した後、さらに前記第 1 の

温度センサ積層体及び前記第 2 の温度センサ積層体が定常状態に達 した後に

前記測定対象物の内部温度を算出する接触式内部温度計。

[001 5] ( 4 ) ( 3 ) において、前記接続検知部により前記バイパス流路が接続さ

れたことを検知 した後、前記バイパス流路を遮断すべきタイミングを検知す

る遮断タイミング検知部と、前記遮断タイミング検知部により前記バイパス



流路 を遮断すべ きタィ ミングが検知 された ことを使用者 に通知する遮断 タィ

ミング通知部 と、 を有 する接触式内部温度計。

[001 6] ( 5 ) ( 3 ) において、前記接続検知部 によ り前記バ イパ ス流路 が接続 さ

れた ことを検知 した後、前記バ イパ ス流路 を遮断すべ きタイ ミングを検知す

る遮断 タイ ミング検知部 と、前記遮断 タイ ミング検知部 によ り前記バ イパ ス

流路 を遮断すべ きタイ ミングが検知 された際 に前記バ イパ ス流路 を遮断する

遮断部 と、 を有 する接触式内部温度計。

[001 7] ( 6 ) ( 4 ) 又 は （5 ) において、前記 内部温度算 出部 は、前記接続検知

部 によ り前記バ イパ ス流路 が遮断 された ことを検知 した後、 さ らに前記第 1

の温度 セ ンサ積層体及び前記第 2 の温度 セ ンサ積層体が定常状態 に達 した後

に前記測定対象物 の内部温度 を算 出する接触式内部温度計。

[001 8] ( 7 ) ( 3 ) において、前記バ イパ ス部材 は、前記バ イパ ス部材の温度上

昇 に応 じて前記バ イパ ス流路 を遮断する温度感応性遮断機構 を含む接触式内

[001 9] ( 8 ) ( 1 ) 乃至 （7 ) のいずれかにおいて、前記バ イパ ス流路接続遮断

機構 は、使用者 が操作する押 ボタンを含み、使用者 が前記押 ボタンを押 す こ

とによ り前記バ イパ ス流路 が接続 され るか、又 は、前記測定面 をケースに対

し移動可能 に支持する弾性支持構造 を含み、使用者 が前記測定面 を前記測定

対象物 に押 し付 けることによ り前記バ イパ ス流路 が接続 され る接触式内部温

度計。

[0020] ( 9 ) ( 1 ) 乃至 （8 ) のいずれかにおいて、前記測定面 に設 け られ、前

記第 1 の測定面側温度 セ ンサ と熱的に結合する第 1 の プロー プと、前記測定

面 に設 け られ、前記第 2 の測定面側温度 セ ンサ と熱的に結合する第 2 の プロ

— プと、前記測定面 に設 け られ、前記バ イパ ス部材 と熱的に結合する第 3 の

プロー プと、 を有 し、前記第 1 の プロ一 プ、前記第 2 の プロ一 プ及び前記第

3 の プロ一 プは互 いに熱的に隔離 され る接触式内部温度計。

[0021 ] ( 1 0 ) ( 1 ) 乃至 （8 ) のいずれかにおいて、前記バ イパ ス部材 は、前

記測定対象物 と前記第 1 の背面側温度 セ ンサ間を熱的に接続 する第 1 のバ イ



パス部材と、前記測定対象物と前記第 2 の背面側温度センサ間を熱的に接続

するとともに前記第 1 のバイパス部材から熱的に隔離された第 2 のバイパス

部材を有 し、前記測定面に設けられ、前記第 1 の測定面側温度センサと熱的

に結合する第 1 のプロープと、前記測定面に設けられ、前記第 2 の測定面側

温度センサと熱的に結合する第 2 のプロープと、前記測定面に設けられ、前

記第 1 のバイパス部材と熱的に結合する第 3 のプロープと、前記測定面に設

けられ、前記第 2 のバイパス部材と熱的に結合する第4 のプロ一プと、を有

し、前記第 1 のプロ一プ、前記第 2 のプロ一プ、前記第 3 のプロ一プ及び前

記第4 のプロ一プは互いに熱的に隔離される接触式内部温度計。

[0022] ( ) ( 1 ) 乃至 （1 0 ) のいずれかにおいて、前記内部温度算出部に

よる内部温度の算出後、前記第 1 の温度センサ積層体、前記第 2 の温度セン

サ積層体及び前記バイパス部材の少なくともいずれかを冷却する冷却機構を

有する接触式内部温度計。

発明の効果

[0023] 上記 （1 ) の側面によれば、迅速 正確かつ簡便に測定対象物の内部温度

を測定可能な接触式内部温度計が提供される。

[0024] 上記 （2 ) の側面によれば、第 1 の温度センサ積層体及び第 2 の温度セン

サ積層体は速やかに定常状態に達する。

[0025] 上記 （3 ) の側面によれば、正確に測定対象物の内部温度を算出できる。

[0026] 上記 （4 ) の側面によれば、使用者はバイパス流路を適正なタイミングで

遮断できる。

[0027] 上記 （5 ) の側面によれば、使用者によるバイパス流路の遮断操作を必要

とせずに、バイパス流路を適正なタイミングで遮断できる。

[0028] 上記 （6 ) の側面によれば、正確に測定対象物の内部温度を算出できる。

[0029] 上記 （7 ) の側面によれば、使用者によるバイパス流路の遮断操作や、バ

ィパス流路を遮断するための制御を行うことなく、自律的にバイパス流路を

遮断できる。

[0030] 上記 （8 ) の側面によれば、使用者は簡単な操作でバイパス流路を接続で



きる。

[0031 ] 上記 （9 ) の側面によれば、第 1 の温度センサ積層体 と第 2 の温度センサ

積層体間での熱流に起因する測定誤差 を低減できる。

[0032] 上記 （1 0 ) の側面によれば、第 1 の温度センサ積層体 と第 2 の温度セン

サ積層体間での熱流に起因する測定誤差 を大幅に低減できる。

[0033] 上記 （1 1 ) の側面によれば、連続 して測定を行 う際にもそれぞれ正確 に

測定対象物の内部温度 を測定できる。

図面の簡単な説明

[0034] [ 図 1] 本発明の第 1 の実施形態に係 る接触式内部温度計を背面側か ら見た外観

図である。

[ 図2 ] 本発明の第 1 の実施形態に係 る接触式内部温度計を測定面側か ら見た外

観図である。

[ 図3] 図 1 の I I I _ I I I 線 による接触式内部温度計の概略断面図である。

[ 図4] 図 3 における測定へ ッ ド近傍の拡大断面図である。

[ 図5] 本発明の第 1 の実施形態に係 る接触式内部温度計の測定へ ッ ドに設けら

れた測定部の等価熱回路 を示す図である。

[ 図6] 本発明の第 1 の実施形態に係 る接触式内部温度計の測温動作における、

第 1 の背面側温度センサ及び第 2 の背面側温度センサの温度変化を示すダラ

フである。

[ 図7] 本発明の第 2 の実施形態に係 る接触式内部温度計を背面側か ら見た外観

図である。

[ 図8] 図 7 の V I I I - V I I I 線 による接触式内部温度計の概略断面図であ

る。

[ 図9] 本発明の第 3 の実施形態に係 る接触式内部温度計についての図 7 の V I

I I - V I I I 線 による概略断面図である。

[ 図10] 図 9 における測定へ ッ ド近傍の拡大断面図であって、第 1 の温度セン

サ積層体、第 2 の温度センサ積層体及び第 3 のプロープがバイパス部材に接

触 している状態を示す図である。



[ 図11] バイパス部材が変形 している状態を示す拡大断面図である。

[ 図12] 本発明の第4 の実施形態に係る接触式内部温度計を測定面側から見た

外観図である。

[ 図13] 図 1 2 のX I I I - X I I I 線による測定へッド近傍の拡大断面図で

ある。

発明を実施するための形態

[0035] 以下、本発明の第 1 の実施形態について図面に基づき詳細に説明する。

[0036] 図 1 は、本発明の第 1 の実施形態に係る接触式内部温度計 1 0 0 を背面側

から見た外観図、図 2 は同実施形態に係る接触式内部温度計 1 0 0 を測定面

側から見た外観図である。なお、本明細書にて接触式内部温度計とは、温度

計であって、測定対象表面に接触させることにより内部温度を測定する温度

計を意味 している。また、内部温度とは、測定対象の表面温度でなく、その

内部であって、実質的に恒温熱源と考えられる部位の温度を意味 している。

ここで、実質的に恒温熱源と考えられるとは、測定対象内部の熱容量が大き

い場合や、測定対象内部に常に熱が供給される結果、接触式内部温度計によ

る測定がその温度に実用上の影響を及ぼさないと考えられることを意味 して

いる。たとえば、測定対象が生体である場合には、血流により体幹より常に

熱が供給されることとなるので、後者に該当する。

[0037] 本実施形態で示す接触式内部温度計 1 0 0 は、図示の通り携帯式であり、

ケース 1 の先端に測定へッド2 が取り付けられている。測定へッド2 はケ一

ス 1 から突き出すように設けられており、その先端はおおむね平坦な測定面

2 0 となっている。そして、かかる測定面 2 0 を測定対象物の被測定面、例

えば皮膚に接触させることによりその内部温度を計測する。測定面 2 0 の表

面には、略円形の第 1 のプロ一プ3 0 、第 2 のプロ一プ3 1 及び第 3 のプロ

—プ3 2 が図 2 に示すように、接触式内部温度計 1 0 0 の長手方向に沿って

直列に配置されている。なお、これら第 1 のプロ一プ3 0 、第 2 のプロ一プ

3 及び第 3 のプロ一プ3 2 の配置は任意であり、その配置方向は必ず しも

接触式内部温度計 1 0 0 の長手方向に沿つたものでなくともよく、さらには



、各プロ一プを正三角形の頂点となる位置に配置する等直列に配置せずとも

よい。

[0038] ケース 1 の測定面 2 0 の反対側の面である背面 1 0 には、ランプ 1 1、押

ボタン4 、表示部 1 2 、プザ一 1 3 が設けられている。以降、本明細書では

、測定面 2 0 が向く方向を測定面側、その反対方向である背面が向く方向を

背面側と称する。また、ケース 1 は長 く伸び丸みを帯びた形状をしており、

使用者が手に持つグリップ 1 4 を形成 している。図 2 に見られるように、ケ

—ス 1 のグリップ 1 4 の測定面側には電池蓋 1 5 が設けられ、内部に接触式

内部温度計 1 0 0 の電源となる電池を収容するようになっている。また、ケ

—ス 1 の適宜の位置、ここでは図 2 に示 した位置に吸気穴 1 6 が、測定へッ

ド2 の側面に排気穴 2 が設けられ、それぞれの内部空間が外気と連通する

ようになされている。ケース 1 と測定へッド2 は、支持環 5 により接続され

ている。

[0039] なお、図 1及び図 2 に示 した接触式内部温度計 1 0 0 のデザィンは一例で

ある。かかるデザインは、その主たる用途や市場性等を考慮の上適宜変更 し

て差 し支えない。また、各構成部品の配置は、その機能を損なわない範囲で

任意に選択 してよい。

[0040] 図 3 は、図 1 の I I I — I I I 線による接触式内部温度計 1 0 0 の概略断

面図である。ケース 1 は、好ましくはA B S樹脂等任意の合成樹脂製の中空

の成形品であり、接触式内部温度計 1 0 0 を構成する各種部品をその内部に

—体に収容する。グリップ 1 4 内には、電池 6 及び回路基板 1 7 が収容され

ている。回路基板 1 7 上には、その上に図示 しないコン トローラをはじめと

する各種の電子部品が実装されており、電池 6 からの電力供給を受けて、電

力を必要とする全ての部品への電力を供給するとともにその動作を制御 して

いる。電池 6 は、図示のものは市販の単 4 型 （米国ではA A A と称される）

乾電池であるが、その形式は任意のものであってよく、ボタン型、角型等の

形状や、 1次電池 2 次電池の別も任意であってよい。なお、各部品と回路

基板 1 7 とを電気的に接続する配線は、図示が煩雑となるため省略 している



[0041 ] ランプ 1 1 は、好ま しくは多色発光可能な発光ダイオー ドであ り、接触式

内部温度計 1 0 0 の状態を使用者 に通知するために点灯するものである。表

示部 1 2 は、本実施形態では液晶表示装置であ り、接触式内部温度計 1 0 0

の測定結果を図 1 に示すような態様で使用者 に通知するためのものである。

もちろん、表示部 1 2 にはこのほかにも任意の情報、例えば、電池 6 の残量

等を表示するように してよい。あるいは、接触式内部温度計 1 0 0 の状態を

併せて表示するように して、 ランプ 1 1 を省略 してもよい。 プザ一 1 3 は、

本実施形態では一般的な電子ブザーであ り、 ビープ音により接触式内部温度

計 1 0 0 の状態を使用者 に通知するためのものである。なお、 プザ一 1 3 の

形式も又任意であ り、ス ピーカを備えるように して、音声あるいはメロデ ィ

等による通知をするように してもよい。あるいは、 ランプ 1 1 及び/ 又は表

示部 1 2 による通知のみ と して、 プザ一 1 3 を省略 してもよい。

[0042] また、ケース 1 内部 には隔壁 1 8 が設けられてお り、ケース 1 内部 をダ リ

ップ空間 1 9 a とへ ッ ド空間 1 9 b とに仕切 っている。隔壁 1 8 には開口が

設けられてお り、かかる開口を塞 ぐようにブロア 7 が取 り付けられている。

ブロア 7 の機能については後述する。

[0043] ケース 1 の先端部 には、支持環 5 を介 して測定へ ッ ド2 が取 り付けられる

。支持環 5 は、好ま しくはシ リコンゴム或いはその発泡体等の弾力を有 し且

つ断熱性 に優れた材料で形成 され、測定へ ッ ド2 のケース 1 に対する若干の

動 きを許容するとともに、測定へ ッ ド2 か らケース 1 への伝熱を遮断するよ

うになつている。 これは、測定面 2 0 を測定対象物 に接触 させる際に、測定

面 2 0 が確実に測定対象物 に密着するようにするため と、測定へ ッ ド2 か ら

ケース 1 へ と熱が流出することによる測定誤差の発生を防止するためである

。 しか しなが ら、支持環 5 は必須の構成でな く、測定面 2 0 と測定対象物 と

の密着 に問題がな く、 また測定へ ッ ド2 が十分に熱伝導率の低い材質であ り

実用上問題ない場合には、 これを省略 し、測定ヘ ッ ド2 を直接ケース 1 に固

定する又は両者 を一体に形成するなど してもよい。 また、支持環 5 の形状 も



環状に限定されるものでなく、任意の形状のものを用いてよい。

[0044] 測定ヘッド2 は、形状が安定 しており、熱伝導率が低 く、かつ比熱の小さ

い材質で形成することが好ましく、例えば、硬質発泡ウレタンや硬質発泡塩

化ビニルが好適に用いられる。 しかしながら、この点についても実用上の問

題がなければ材質は特に限定されるものでなく、任意でよい。

[0045] 測定へッド2 の測定面 2 0 には第 1 のプロ一プ3 0 、第 2 のプロ一プ3

及び第 3 のプロ一プ3 2 に対応する位置にそれぞれ開口が設けられており、

各プロ一プが測定面 2 0 からわずかに突出するように取り付けられている。

各プロ一プは、熱伝導率の高い材質であることが好ましく、本実施形態では

金属製である。なお、各プロ一プの材質は耐腐食性を備えていることが好ま

しく、金属材料では、アルミニウムやステンレスが好適である。なお、上述

の通り、測定ヘッド2 自体は熱伝導率が低い材質から構成されるため、第 1

のプロ一プ3 0 、第 2 のプロ一プ3 1及び第 3 のプロ一プ3 2 は、互いに熱

的に隔離されることとなる。

[0046] 第 1 のプロ一プ3 0 の背面側には、第 1 の温度センサ積層体 3 3 が設けら

れており、両者は互いに熱的に結合 している。また、第 2 のプロ一プ3 1 の

背面側には、第 2 の温度センサ積層体 3 4 が設けられており、両者は互いに

熱的に結合 している。第 1 の温度センサ積層体 3 3 及び第 2 の温度センサ積

層体 3 4 の詳細については後述する。なお、温度センサ積層体は、本実施形

態では第 1 の温度センサ積層体 3 3 及び第 2 の温度センサ積層体 3 4 の 2 つ

を設けているが、誤差の分散あるいは故障時のバックアップ目的で、温度セ

ンサ積層体を3 つ以上設けるようにしてもよい。

[0047] 押ボタン4 は、ケース 1 の背面 1 0 に測定面側に押下できるように配置さ

れる。本実施形態では、ケース 1 に設けられたバネ受座 1 9 上に設けられた

パネ8 により背面側に付勢されるようになっている。 しかしながら、押ボタ

ン4 を支持及び付勢する構造はここで示 したものに限定されるものではなく

、後述するバイパス部材4 を測定面側に押 し付けることが可能な構造であ

ればどのようなものであつてもよい。押ボタン4 からは測定面側に向かって



押付桿 4 0 が伸びており、その先端に断熱材 4 1 を介 して、バイパス部材 4

2 が取り付けられている。バイパス部材 4 2 は熱伝導率の高い材質であるこ

とが好ましく、本実施形態では金属製である。また、押ボタン4 を押 し下げ

たときにバイパス部材 4 2 が第 1 の温度センサ積層体 3 3 、第 2 の温度セン

サ積層体 3 4 及び第 3 のプロ一プ3 2 のそれぞれの背面側表面に接触する形

状となっている。押付桿 4 0 の断面形状は特に限定されず、中実又は中空の

円柱又は角柱、十字形状等任意のものとしてよい。

[0048] 図 4 は、図 3 における測定ヘッド2 近傍の拡大断面図である。ここでは、

図 3 の支持環 5 及び断熱材 4 並びにそれら部材ょり背面側に位置する部材

は図示を省略 している。

[0049] 同図に詳細に示されるように、第 1 の温度センサ積層体 3 3 は、測定面側

に配置され、第 1 のプロ一プ3 0 と接触 し熱的に結合する第 1 の測定面側温

度センサ 3 3 a と、背面側に配置される第 1 の背面側温度センサ 3 3 b と、

その間に配置され、第 1 の測定面側温度センサ 3 3 a から第 1 の背面側温度

センサ 3 3 b への熱流路を形成する第 1 の熱抵抗体 3 3 c を積層 した構造と

なっている。また、第 2 の温度センサ積層体 3 4 も第 1 の温度センサ積層体

3 3 と同様の構造となっており、測定面側に配置され、第 2 のプロ一プ3 1

に接触 し熱的に結合する第 2 の測定面側温度センサ 3 4 a 、背面側に配置さ

れる第 2 の背面側温度センサ 3 4 b と、その間に配置され、第 2 の測定面側

温度センサ 3 4 a から第 2 の背面側温度センサ 3 4 b への熱流路を形成する

第 2 の熱抵抗体 3 4 c を積層 した構造となっている。従って、測定面 2 0 を

測定対象物に接触させると、測定対象物から熱がプロ一プ3 0 及びプロ一プ

3 に伝わり、その熱はそれぞれ第 1 の温度センサ積層体 3 3 については第

の測定面側温度センサ 3 3 a 、第 1 の熱抵抗体 3 3 c 、第 1 の背面側温度

センサ 3 3 b を順番に通過 し、第 2 の温度センサ積層体 3 4 については第 2

の測定面側温度センサ 3 4 a 、第 2 の熱抵抗体 3 4 c 、第 2 の背面側温度セ

ンサ 3 4 b を順番に通過 して大気に放散されることになる。

[0050] 各温度センサにはどのようなものを用いてもよいが、本実施形態ではサ一



ミス夕である。 それぞれの温度セ ンサは、回路基板 1 7 (図 3 参照）に図示

しない配線 によ り接続 されてお り、各温度セ ンサにおける温度 を検知で きる

ようにな っている。

[0051 ] ここで重要なのは、定常状態 において、第 1 の温度セ ンサ積層体 3 3 を通

過する熱流束 と、第 2 の温度セ ンサ積層体 3 4 を通過する熱流束が異な って

お り、なおかつ、少な くともその熱抵抗の比が既知であることである。すな

わち、第 1 の温度セ ンサ積層体 3 3 と第 2 の温度セ ンサ積層体 3 4 は、 それ

ぞれの両端 に等 しい温度差が与え られた場合 に、 それぞれの温度セ ンサ積層

体 を通過する熱流束が互いに異なるように構成 される。 このように第 1 の温

度セ ンサ積層体 3 3 と第 2 の温度セ ンサ積層体 3 4 を通過する熱流束 を異な

らしめる方法は様 々なものがあ り、本実施形態で採用 しているように、第 1

の熱抵抗体 3 3 c と第 2 の熱抵抗体 3 4 c の熱抵抗 を異なるもの と した り、

あるいは、一方あるいは両方の温度セ ンサ積層体の背面 に板状あるいはその

他の形状の放熱制御部材 を配置 した りすることによ り実現 される。後者の場

合 には、第 1 の熱抵抗体 3 3 c と第 2 の熱抵抗体 3 4 c の熱抵抗が等 しくて

もよ く、 その熱抵抗の比は 1 ：1 である。本実施形態のように、第 1 の熱抵

抗体 3 3 c と第 2 の熱抵抗体 3 4 c の熱抵抗 を異なるもの とする場合、 それ

ぞれの熱抵抗は、 その材質の選択や、形状の制御 によ り任意のものに設定で

きる。熱抵抗 を設定する手法の一例 と して、本実施形態では、第 1 の熱抵抗

体 3 3 c 及び第 2 の熱抵抗体 3 4 c を同材質かつ断面積の等 しい円柱形状 と

してお り、 その高さのみを異な らしめている。 このように第 1 の熱抵抗体 3

3 c と第 2 の熱抵抗体 3 4 c の材質及び断面積 を等 しいもの とすると、 その

熱抵抗の値 はその高さに比例するため、熱抵抗の比 を容易に任意のものに設

定で きる。本実施形態では、 その高さ及び熱抵抗の比は 1 ：2 とな っている

。 もち ろん、 この比は異なるもの と してもよい。

[0052] バ イパス部材 4 2 は、測定面側 に向か って突 き出す柱状部 4 2 a ， 4 b

， 4 2 c を有 してお り、柱状部 4 2 a と4 2 b の間を梁 4 2 d によ り、柱状

部 4 2 a と4 2 c の間を梁 4 2 e によ り接続 した形状 とな っている。 そ して



、押ボタン4 (図 3 参照）を押 し下げたときに、柱状部 4 2 a の測定面側表

面が第 3 のプロ一プ3 2 の背面側表面に接触 し、また柱状部 4 2 b 及び柱状

部 4 c の測定面側表面がそれぞれ第 1 の温度センサ積層体 3 3 の第 1 の背

面側温度センサ 3 3 b 及び第 2 の温度センサ積層体 3 4 の第 2 の背面側温度

センサ 3 4 b に接触 し、プロ一プ3 2 と第 1 の背面側温度センサ 3 3 b 及び

第 2 の背面側温度センサ 3 4 b とが熱的に接続される。このとき、測定面 2

0 が測定対象物に接触 しているならば、バイパス部材 4 2 は、測定対象物と

第 1 の背面側温度センサ 3 3 b 間及び、測定対象物と第 2 の背面側温度セン

サ 3 4 b 間の熱的接続であるバイパス流路を形成することになる。もちろん

、このバイパス流路は、押ボタン4 (図 3 参照）の押 し下げを取りやめた場

合には、バイパス部材 4 2 が第 3 のプロ一プ3 2 、第 1 の背面側温度センサ

3 3 b 及び第 2 の背面側温度センサ 3 4 b から離れることとなるため、遮断

される。

[0053] なお、梁 4 2 d 及び4 2 e は、若干の弾性変形を許容することが好ましい

。これにより、バイパス部材 4 2 の幾何学的形状や、第 3 のプロ一プ3 2 、

第 1 の背面側温度センサ 3 3 b 及び第 2 の背面側温度センサ 3 4 b の配置位

置に若干の寸法誤差があつても、バイパス部材 4 2 と各部材との接触による

熱的結合を確実なものにできる。

[0054] ここで、本実施形態の接触式内部温度計 1 0 0 による内部温度の測定原理

を、図 5 を用いて説明する。

[0055] 図 5 は、本実施形態に係る接触式内部温度計 1 0 0 の測定へッド2 に設け

られた測定部の等価熱回路を示す図である。同図を図4 を参照 しつつ説明す

ると、 T b は測定対象である内部温度、 T 1 1 は第 1 の測定面側温度センサ

3 3 a における温度、 T 1 2 は第 1 の背面側温度センサ 3 3 b における温度

、 T 2 1 は第 2 の測定面側温度センサ 3 4 a における温度、 T 2 2 は第 1 の

背面側温度センサ 3 4 b における温度である。また、熱抵抗 R b は測定対象

内部から第 1 のプロ一プ3 0 及び第 2 のプロ一プ3 を通 して第 1 の測定面

側温度センサ 3 3 a 及び第 2 の測定面側温度センサ 3 4 a に熱が伝わる際の



熱抵抗であり、熱抵抗 R 1 は第 1 の熱抵抗体 3 3 c の、熱抵抗 R 2 は第 2 の

熱抵抗体 3 4 c の熱抵抗である。そして、 T b > T 1 > T 2 及び、 T b

> T > Τ 2 2 が成立 している。

[0056] ここで、図に示 した系が定常状態にあると仮定すると、 T b よりΤ 1 2 へ

と流れる熱流束は一定であるから、次式が成立する。

[式 1 ]

(^i i - ¾ ) = fo - i i )

l Rb

又同様に、 T b よりT 2 2 へと流れる熱流束を考えると、

[式 2 ]

(ァ2 1 - ァ22 ) ~ ァ2 1ゾ

八2 Rb

が成立する。この式 1及び式 2 より、内部温度 T b は、

[式 3 ]

21(ァ11— ァ12 ) _ へ パ11 (巧 1— ァ22 )
b τ - τ ) - κ τ - τ )

として求められる。なお、ここで K = R 1 / R 2 であり、本実施形態の例で

は Κ = 1 / 2 である。先述 したように、第 1 の熱抵抗体 3 3 c と第 2 の熱抵

抗体 3 4 c の熱抵抗が等 しい場合にはR 1 = R 2 であるから、 K = 1 となる

[0057] ところで、式 3 により内部温度 T b を求めるためには、図 5 に示 した系が

定常状態とならなければならない。 しか しながら、図4 より理解できるよう

に、特に第 1 の背面側温度センサ 3 3 b 及び第 2 の背面側温度センサ 3 4 b

は、それぞれ第 1 の熱抵抗体 3 3 c 及び第 2 の熱抵抗体 3 4 c を介 して測定

対象物と熱的に接合されることとなるから、測定対象物からの熱が伝わりに

くく、その温度が上昇 して定常状態に達するまでに相当の時間を要する。そ

こで、本実施形態では、図 5 に示 した系が定常状態に達する時間を短縮する

ため、バイパス部材 4 2 によるバイパス流路を形成することにより、第 3 の



プロ一プ3 2 から熱伝導率が高く、熱抵抗の小さいバイパス部材 4 2 を通 じ

て被接触面の熱を第 1 の背面側温度センサ 3 3 b 及び第 2 の背面側温度セン

サ 3 4 b に伝え、その温度を速やかに上昇させるのである。その後バイパス

部材 4 2 を引き上げ、バイパス流路を遮断すれば、第 1 の背面側温度センサ

3 3 b 及び第 2 の背面側温度センサ 3 4 b は概ね定常状態に近い温度まで加

熱されているため、速やかに定常状態へと移行する。これにより、本実施形

態に係る接触式内部温度計 1 0 0 は、迅速に内部温度の測定を可能としてい

る。従って、バイパス部材 4 2 の熱抵抗は、少なくとも第 1 の熱抵抗体 3 3

c 及び第 2 の熱抵抗体 3 4 c の熱抵抗より小さくなければならない。

[0058] 続いて、本実施形態に係る接触式内部温度計 1 0 0 を用いて内部温度を測

定する手順、すなわち測温動作の手順を図 1乃至 4 を参照 しつつ説明する。

手順 1 ：接触式内部温度計 1 0 0 の測定面 2 0 を測定対象物に接触させる。

手順 2 ：押ボタン4 を押 し下げる。これにより、バイパス部材 4 2 が第 1 の

温度センサ積層体 3 3 、第 2 の温度センサ積層体 3 4 及び第 3 のプロ一プの

それぞれの背面側表面に接触 し、バイパス流路が接続される。また、回路基

板 1 7 に搭載されたコン トローラはバイパス流路が形成されたことを検知 し

て測温動作を開始する。このとき、本実施形態では、コン トローラはプザ一

1 3 によるビープ音により測定を開始 したことを使用者に通知する。同時に

、ランプ 1 1 を任意の色、例えば赤色に点灯 し、使用者に測定面 2 0 を測定

対象物に接触させつつ押ボタン4 を押 し下げた状態を維持するよう促す。

[0059] なお、バイパス流路が接続されたことを検知するため、接触式内部温度計

1 0 0 にはバイパス流路が接続されているか否かを検知する接続検知部が設

けられる。この接続検知部の構造は、種々のものが考えられる。例えば、ボ

タン4 、押付桿 4 0 或いはパネ 8 の任意の位置に電気的スィッチを設け、ボ

タン4 が押 し下げられていることを検知 してよい。あるいは、バイパス部材

4 2 と第 3 のプロ一プ3 2 、第 1 の温度センサ積層体 3 3 の背面側表面、第

2 の温度センサ積層体 3 4 の背面側表面のいずれか若 しくは複数を電気的接

点として用い、これら部材が接触 したことを電気的に検出するようにしても



よい。本実施形態では、バイパス部材 4 2 と第 3 のプロ一プ 3 2 を接点 と し

て用い、両者の接触 を電気的に検出するように している。かかる方法は、ス

ィツチを設ける方法に比べ、機械的誤差 による誤検出の恐れがない点で優れ

ている。手順 3 ：コン トローラは、バイパス流路 を遮断すべ きタイミングを

検知 し、バイパス流路 を遮断すべ きタイミングが検知されたことを使用者 に

通知する。 この動作は、第 1 の背面側温度センサ 3 3 b 及び第 2 の背面側温

度センサ 3 4 b が十分に、すなわち、定常状態に近い状態 まで昇温されたこ

とを使用者 に通知 して、ボタン4 の押 し下げを取 りやめる （すなわち、ボタ

ン4 に加えていた力を緩める、又はボタンか ら指を離す）よう促す動作であ

る。 これにより、ボタン4 がパネ 8 により当初の位置に復帰 し、バイパス流

路が遮断される。

[0060] なお、バイパス流路 を遮断すべ きタイミングを検知するため、接触式内部

温度計 1 0 0 には遮断タィミング検知部が設けられる。 この遮断タイミング

検知部構造はいかなるものであってもよ く、専用の回路あるいは機構 を備え

るように してもよいが、本実施形態では、回路基板 1 7 上 に設けられたコン

卜ローラが実行するソフ トウェアにより遮断タイミング検知部が仮想的に実

現 されている。すなわち、回路基板 1 7 上 に設けられたコン トローラは遮断

タイミング検知部 を兼ねるものである。

[0061 ] バ イパス流路 を遮断すべ きタイミングの判断にあたって用いる基準は、上

述の通 り、第 1 の背面側温度センサ 3 3 b 及び第 2 の背面側温度センサ 3 4

b が定常状態に近い温度 まで昇温されたと合理的に算出されるタイミングを

検出できるものであればいかなる基準 を用いてもよい。そのような基準 を例

示すると、次のとお りである。基準 1 ：第 1 の背面側温度センサ 3 3 b 及び

/ 又は第 2 の背面側温度センサ 3 4 b の温度変化があ らか じめ定め られた閾

値以下 となる。

[0062] この基準 1 は、第 1 の背面側温度センサ 3 3 b 及び/ 又は第 2 の背面側温

度センサ 3 4 b がバイパス流路が接続 された状態で略定常状態 となつたこと

を検出するものである。 この状態では、第 1 の背面側温度センサ 3 3 b 及び



/ 又 は第 2 の背面側温度セ ンサ 3 4 b の温度 は測定対象物の表面温度か ら流

入 した熱 によ り十分昇温 されていると考 え られる。なお、第 1 の背面側温度

セ ンサ 3 3 b 及び第 2 の背面側温度セ ンサ 3 4 b の両者 についての温度変化

があ らか じめ定め られた閾値以下 となることを検 出することが好 ま しいが、

いずれか片方のみについて検 出するように してもよい。基準 2 ：第 1 の背面

側温度セ ンサ 3 3 b 及び/ 又 は第 2 の背面側温度セ ンサ 3 4 b の温度があ ら

か じめ定め られた閾値以上 となる。

[0063] この基準 2 は、接触式内部温度計 1 0 0 によ り測定 しょうとする対象の温

度の範囲が概ね分か っている場合 に採用で きる。例 えば、接触式内部温度計

0 0 が人体 を対象 とする体温計である場合 には、 その表面温度 はおおむね

摂氏 3 5 度以上 とな り、 それ以下 となることは通常ない。 このような場合 に

は、閾値 と して、例 えば、摂氏 3 3 度 を設定することによ り、第 1 の背面側

温度セ ンサ 3 3 b 及び/ 又 は第 2 の背面側温度セ ンサ 3 4 b が定常状態 に近

い温度 まで昇温 された ことを検 出で きる。 この検 出は、第 1 の背面側温度セ

ンサ 3 3 b 及び第 2 の背面側温度セ ンサ 3 4 b の両者 について行 ってもよい

し、 いずれか片方のみでもよい。基準 3 ：バイパス流路が接続 されている時

間があ らか じめ定め られた時間以上 となる。

[0064] この基準 3 は、バイパス部材 4 2 、第 1 の背面側温度セ ンサ 3 3 b 及び第

の背面側温度セ ンサ 3 4 b の熱容量が既知であ り、 またバイパス部材 4 2

の伝熱速度 もおおよそ予測で きることか ら、想定される用途 によってあ らか

じめ定めた時間バイパス流路が接続 されているな らば、 当然 に第 1 の背面側

温度セ ンサ 3 3 b 及び第 2 の背面側温度セ ンサ 3 4 b の温度が定常状態 に近

い温度 まで昇温 していると算出するものである。 この時間は、理論的にある

いは実験的にあ らか じめ求めてお くとよい。

[0065] 以上の基準 は、 これ らの うちいずれかを用いてもよい し、複数 を組み合わ

せて用いてもよい。本実施形態 に係 る接触式内部温度計 1 0 0 では、基準 1

を用いている。 もち ろん、 ここにあげた基準 1乃至 3 以外の基準 を用いても

よい。



[0066] かかる基準に基づいてバイパス流路を遮断すべきタイミングが検知された

ならば、コン トローラは、プザ一 1 3 によるビープ音によりバイパス流路を

遮断すベきタイミングが到来 したことを使用者に通知すると同時に、ランプ

1 を先ほどの色とは異なる任意の色、例えば黄色に点灯 し、使用者には、

内部温度の測定が進行中であり、測定面 2 0 を測定対象物に接触させたまま

押ボタン4 を離 した状態に保持するよう促す。従って、プザ一 1 3 とランプ

1 は、使用者にバイパス流路を遮断すべきタイミングを通知する遮断タイ

ミング通知部として機能することになる。手順 4 ：コン トローラは、バイパ

ス流路が遮断された後、第 1 の温度センサ積層体 3 3 及び前記第 2 の温度セ

ンサ積層体 3 4 が定常状態に達 した後に測定対象物の内部温度を算出し、表

示する。すなわち、コン トローラは、第 1 の測定面側温度センサ 3 3 a 、第

の背面側温度センサ 3 3 b 、第 2 の測定面側温度センサ 3 4 a 及び第 2 の

背面側温度センサ 3 4 b の出力を監視 し、これら温度センサの温度変化があ

らか じめ定められた閾値以下となったことを検出すると、これら温度センサ

からの出力を用いて、上述の式 3 から内部温度を求める。従って、コン ト口

—ラは、第 1 の測定面側温度センサ 3 3 a 、第 1 の背面側温度センサ 3 3 b

、第 2 の測定面側温度センサ 3 4 a 及び第 2 の背面側温度センサ 3 4 b の測

定結果に基づいて測定対象物の内部温度を算出する内部温度算出部として機

能する。さらに、コン トローラにより実現される内部温度算出部は、接続検

知部によりバイパス流路が接続され、さらにバイパス流路が遮断されたこと

を検知 した後、第 1 の温度センサ積層体 3 3 及び前記第 2 の温度センサ積層

体 3 4 が定常状態に達 した後に測定対象物の内部温度を算出するものである

[0067] コン トローラは、このようにして算出された内部温度を図 1 に示 したよう

に表示部 1 2 に表示する。また、プザ一 1 3 によるビープ音の発生、並びに

、ランプ 1 1 を先ほどの色とは異なる任意の色、例えば緑色に点灯すること

により、使用者に測定が終了したことを通知する。なお、算出された内部温

度は、本実施形態では表示部 1 2 に表示することにより使用者に通知するこ



ととしているが、これに限られず、接触式内部温度計 1 0 0 に設けたメモリ

に蓄積 したり、接触式内部温度計 1 0 0 の外部の機器に有線又は無線にて出

力 したりしてもよい。この場合には、表示部 1 2 は必ず しも必須の構成では

ない。

[0068] 以上の手順を使用者の視点から再度説明すれば、まず、接触式内部温度計

0 0 の測定面 2 0 を測定対象物に接触させ、ボタン4 を押 し下げることに

より測定が開始される。このとき、 ビ一プ音が鳴り、ランプ 1 1 が赤色に点

灯する。続いて、再度 ビープ音が鳴り、ランプ 1 1 が黄色に点灯するので、

ボタン4 から指を離 し、引き続き測定面 2 0 を測定対象物に接触させておく

。最後に三度 ビープ音が鳴り、ランプ 1 1 が緑色に点灯すれば測定終了であ

り、接触式内部温度計 1 0 0 を測定対象物から離 し、表示部 1 2 に表示され

た測定結果を確認する。この間要する時間は、測定対象及び接触式内部温度

計 1 0 0 の各部の大きさ （熱容量）にも依存するが、人体の内部温度を測定

対象とする場合には、概ね 1 0 秒程度である。

[0069] なお、以上の説明では、使用者への測定開始の通知、バイパス流路遮断タ

ィミングの通知、測定終了の各種通知をいずれもプザ一 1 3 によるビ一プ音

及びランプ 1 1 の点灯により行つたが、これらの通知の方法はここで例示 し

たものに限定されない。特に、 ビープ音についてはこれを省略 したり、或い

は使用者の設定によりこれを発声 しないこととしてもよい。音声を用いず、

ランプ 1 1 の点灯のみにより使用者に各種の通知を行うようにすると、例え

ば測定対象が就寝中の乳児である場合に、乳児の睡眠を妨げることなく測定

が可能である等好ましい場合がある。もちろん、ランプ 1 1 の点灯をどのよ

うにするか、例えば発光色をどのように選択するかは任意である。また、発

色光によらず、ランプ 1 1 を点滅させたり、発光光の強度を変化させたり、

あるいはランプ 1 1 を複数設けておき、その点灯数を違えることにより使用

者に各種通知を行うようにしてもよい。さらに前述 したように、ランプ 1 1

でなく、表示部 1 2 により使用者に各種通知を行ってもよい。手順 5 ：コン

卜ローラは、ブロア 7 を作動させ、測定部を冷却する。



[0070] この動作は、第 1 の温度センサ積層体 3 3 、第 2 の温度センサ積層体 3 4

及びバイパス部材 4 2 を冷却 し、次の測定に備えるものである。例えば、最

初に比較的高温の測定対象の内部温度 を測定 し、その直後 に、比較的低温の

測定対象の内部温度 を続 けて測定する場合を考 えると、最初の測定時に、第

の温度センサ積層体 3 3 、第 2 の温度センサ積層体 3 4 及びバイパス部材

4 2 が次の測定時に必要 とされる以上に高温 となる場合があ り得 る。 このと

き、第 1 の温度センサ積層体 3 3 及び第 2 の温度センサ積層体 3 4 、場合に

よってはバイパス部材 4 2 が定常状態 となるためには、 これ ら部材の放熱に

よる自然冷却を待たなければな らず、測定に時間を要する場合があ り得 る。

そのため、測定の度 に第 1 の温度センサ積層体 3 3 、第 2 の温度センサ積層

体 3 4 及びバイパス部材 4 2 をある程度冷却するのである。

[0071 ] 本実施形態では、 ブロア 7 は図 1 のグ リップ空間 1 9 a か らへ ッ ド空間 1

9 b へ と流れる気流を発生させる。そのため、 ブロア 7 により誘起される空

気の流れは、図中矢印に示すように、吸気穴 1 6 か ら吸い込 まれ、 ブロア 7

を通過 し、第 1 の温度センサ積層体 3 3 、第 2 の温度センサ積層体 3 4 及び

バイパス部材 4 2 の近傍 を通過 して排気穴 2 か ら排出されるものとなる。

従 って、本実施形態のブロア 7 、吸気穴 1 6 及び排気穴 2 1 は協働 して第 1

の温度センサ積層体 3 3 、第 2 の温度センサ積層体 3 4 及びバイパス部材 4

2 を冷却する冷却機構 を構成することになる。

[0072] なお、冷却機構の構成はどのようなものであってもよ く、 ブロア 7 、吸気

穴 1 6 及び排気穴 2 1 の配置は任意である。 また、吸排気の向きを逆に して

もよい。 さらに、冷却対象は、第 1 の温度センサ積層体 3 3 、第 2 の温度セ

ンサ積層体 3 4 及びバイパス部材 4 2 の少な くともいずれかであればよい。

また、 ブロア 7 の形式は特 に限定されず、一般的なファンであってもよい し

、圧電素子を利用 したマイクロブロアであってもよい。あるいは、連続 して

測定する際の測定時間に実用上の問題がなければ、 この冷却機構そのものを

省略 しても差 し支えない。

[0073] 図 6 は、本実施形態に係 る接触式内部温度計 1 0 0 の測温動作における、



第 1 の背面側温度センサ 3 3 b 及び第 2 の背面側温度センサ 3 4 b の温度変

化を示すグラフである。ダラフ中横軸は測温を開始 してからの時間 t 、縦軸

は各温度センサの温度 T を示す。また、グラフ中太実線で示 した曲線 A は、

第 1 の背面側温度センサ 3 3 b の温度変化を、太破線で示 した曲線 B は、第

2 の背面側温度センサ 3 4 b の温度変化を示 している。なお、グラフ中細実

線で示 した曲線C 及び細破線で示 した曲線 Dは、バイパス部材 4 2 を用いな

い場合の第 1 の背面側温度センサ 3 3 b 及び 2 の背面側温度センサ 3 4 b の

温度変化を比較のために示 したものである。

[0074] 同図に示すように、時刻 t = 0 において測温を開始 し、測定面 2 0 を測定

対象物に接触させ （手順 1 ) 、バイパス流路を接続すると （手順 2 ) 、第 1

の背面側温度センサ 3 3 b 及び第 2 の背面側温度センサ 3 4 b の温度は速や

かに上昇 し、時刻 t = t 1 の時点で、第 1 の背面側温度センサ 3 3 b 及び第

2 の背面側温度センサ 3 4 b の温度がバイパス流路が接続された状態でのそ

れぞれの定常温度であるT s b 及び T 2 s b に達する。この時点で上述の

基準 1 が満たされるため、接触式内部温度計 1 0 0 からの通知により、使用

者はボタン4 の押圧を取りやめ、バイパス流路を切断する （手順 3 ) 。

[0075] バイパス流路が切断されると、第 1 の背面側温度センサ 3 3 b 及び第 2 の

背面側温度センサ 3 4 b の温度はグラフに示されるように若干低下 し、時刻

t = t 2 の時点で、それぞれ、バイパス流路が接続されない状態での定常温

度であるT s 及びT 2 s に達する。このとき、丁 1 5 1 と丁 1 5 、及び、

T 2 s b とT 2 s の温度差は小さいため、時刻 t 1 から t 2 までの時間間隔

は短い。時刻 t 2 の時点で、上述の手順 4 に従い、内部温度が算出される。

算出された内部温度は、表示部 1 2 に表示される。

[0076] 比較のために示 した曲線C 及び D を参照すると、時刻 t 2 の時点で、第 1

の背面側温度センサ 3 3 b 及び第 2 の背面側温度センサ 3 4 b の温度は未だ

に定常温度に達 していないことが分かる。これは、第 1 の背面側温度センサ

3 3 b 及び第 2 の背面側温度センサ 3 4 b に測定対象物からの熱が伝わるに

は、熱抵抗体 3 3 c 及び 3 4 c を通過 しなければならないため、時間がかか



るか らである。同グラフか らは、本実施形態に係 る接触式内部温度計 1 0 0

では、第 1 の背面側温度センサ 3 3 b 及び第 2 の背面側温度センサ 3 4 b の

温度が、測温動作の開始後、速やかに定常温度 T 1 s 及び T 2 s に近い温度

まで昇温されるため、第 1 の背面側温度センサ 3 3 b 及び第 2 の背面側温度

センサ 3 4 b が定常温度 に達するまでの時間が短縮 されていることが分かる

[0077] なお、本実施形態に係 る接触式内部温度計 1 0 0 では、上述の基準 1 を用

いているが、上述の基準 2 や基準 3 を用いた場合にも同様 に、第 1 の背面側

温度センサ 3 3 b 及び第 2 の背面側温度センサ 3 4 b を速やかに定常温度 に

到達させ得 ることは、容易に理解できるであろう。

[0078] 続 いて、本発明の第 2 の実施形態を図面に基づき詳細に説明する。

[0079] 図 7 は、本発明の第 2 の実施形態に係 る接触式内部温度計 2 0 0 を背面側

か ら見た外観図である。なお、本実施形態に係 る接触式内部温度計 2 0 0 と

先の第 1 の実施形態に係 る接触式内部温度計 1 0 0 とは、測定へ ッ ド2 の支

持構造や押ボタン4 の有無等の若干の差異 を除けば、概ねその構造は共通 し

ている。そこで、両実施形態において共通する部材及び構造については、同

符号を付 し、重複する説明については省略することとする。

[0080] 同図に示されているように、接触式内部温度計 2 0 0 は、ケース 1 の先端

に測定へ ッ ド2 が取 り付けられてお り、その先端が測定面 2 0 となっている

こと、 また、ケース 1 の背面 1 0 にはランプ 1 1 、表示部 1 2 、 プザ一 1 3

が設けられるとともに、使用者が手 に持つグ リップ 1 4 を形成 していること

については、先の実施形態における接触式内部温度計 1 0 0 と同様である。

しか しなが ら、接触式内部温度計 2 0 0 では、押ボタン4 (図 1 参照）は設

けられてお らず、支持環 2 0 5 の形状 も異なっている。

[0081 ] 図 8 は、図 7 の V I I I - V I I I 線 による接触式内部温度計 2 0 0 の概

略断面図である。 ここで、支持環 2 0 5 は、本実施形態では、断面がベ ロ一

ズ状の円筒形状であ り、測定ヘ ッ ド2 をケース 1 に対 し弾性的に支持 し、特

に、測定ヘ ッ ド2 が背面方向に移動可能 となっている。そ して、接触式内部



温度計 2 0 0 の使用者が測定面 2 0 を測定対象物 に押 し付 けることによ り支

持環 2 0 5 が円筒軸方向に圧縮 され、測定へ ッ ド2 が背面方向に移動する結

果、第 1 の温度セ ンサ積層体 3 3 、第 2 の温度セ ンサ積層体 3 4 及び第 3 の

プロ一プ 3 2 がバイパス部材 4 2 に接触 し、熱的に結合する。なお、 ここで

示 した支持環 2 0 5 は、測定面 2 0 をケース 1 に対 し移動可能 に支持する弾

性支持構造の一例 と して示 したものである。測定面 2 0 がケース 1 に対 し移

動可能であ って、第 1 の温度セ ンサ積層体 3 3 、第 2 の温度セ ンサ積層体 3

4 及び第 3 のプロ一プ 3 2 が無負荷状態ではバイパス部材 4 2 と接触せず、

負荷状態 において接触する構造であれば、 ここで示 した以外のいかなる構造

を採用 してもよい。 また、支持環 2 0 5 の材質も特 に限定されないが、第 1

の実施形態 における支持環 5 同様 に、 シ リコンゴム或いはその発泡体が好適

である。

[0082] また、バイパス部材 4 2 は直動 ァクチユエ一タ 2 0 4 の ロッ ド2 4 0 の先

端 に断熱材 4 1 を介 して取 り付 け られている。 これによ り、回路基板 1 7 に

設 け られたコン 卜ローラの制御 によ り、直動 ァクチユエ一タ 2 0 4 の ロッ ド

2 4 0 は図示の伸長位置 と、収縮位置 とに移動可能である。従 って、バイパ

ス部材 4 2 は、図示の位置 と、背面側 にオ フセ ッ トした位置 とに移動可能 と

されている。 ここで、直動 ァクチユエ一タ 2 0 4 の形式や構造は特 に限定す

るものではな く、バイパス部材 4 2 を移動可能であればいかなるものであ つ

てもよい。本実施形態では、直動 ァクチ ユ エ 一 タ 2 0 4 は、 プル型のソ レノ

ィ ドアクチ ユ エ 一 タであ り、非通電時には内蔵のパネの反発力によ り、 ロッ

ド2 4 0 は図示 した伸長位置 とな り、通電時には背面側 に移動 した収縮位置

となる。

[0083] 本実施形態の接触式内部温度計 2 0 0 における測温動作の手順 は、第 1 の

実施形態 における接触式内部温度計 1 0 0 の測温動作の手順 に比べ、使用者

が押ボタン 4 (図 1参照）を操作する必要がない点で異な っている。すなわ

ち、本実施形態での手順 は次の通 りとなる。手順 1 ：接触式内部温度計 2 0

0 の測定面 2 0 を測定対象物 に押 し付 け接触 させる。 これによ り、バイパス



部材 4 2 が第 1 の温度セ ンサ積層体 3 3 、第 2 の温度セ ンサ積層体 3 4 及び

第 3 のプロ一プのそれぞれの背面側表面 に接触 し、バイパス流路が接続 され

る。 また、 それをコン トローラが検知 して測温動作 を開始する。手順 2 ：使

用者 は、測定面 2 0 を測定対象物 に押 し付 けた状態 を維持する。 この間、 コ

ン 卜ローラはバイパス流路 を遮断すべ きタイミングを検知 し、バイパス流路

を遮断すベ きタイミングが検知 されたな らば、直動 ァクチユエ一タ 2 0 4 に

通電 して ロッ ド2 4 0 を収縮 させ、バイパス部材 4 2 を背面側へ と移動 させ

ることによ り、バイパス流路 を遮断する。すなわち、 ここでは、直動 ァクチ

ユエ 一 タ 2 0 4 は、バイパス流路 を遮断する遮断部 と して機能する。手順 3

：コ ン トロー ラは、バイパス流路が遮断された後、第 1 の温度セ ンサ積層体

3 3 及び前記第 2 の温度セ ンサ積層体 3 4 が定常状態 に達 した後 に測定対象

物の内部温度 を算出 し、表示する。 この とき、 ランプ 1 1及び/ 又 はプザ一

3 によ り、 内部温度の測定が終 了 した ことを使用者 に通知することが好 ま

しい。手順 4 ：コン トローラは、 ブロア 7 を作動 させ、測定部 を冷却する。

[0084] 以上の通 り、本実施形態 に係 る接触式内部温度計 2 0 0 では、測温動作の

開始後、バイパス流路の遮断を使用者の操作 によ らず自動で行 うので、使用

者 に煩雑なボタン操作 を要求することがな く、 また、誤操作 によ り計測結果

に誤差が発生 した り、計測が失敗 した りする可能性が低減 される。

[0085] なお、第 1 の実施形態 に係 る接触式内部温度計 1 0 0 ではバイパス流路の

接続 をボタン 4 の押 し下げによ り行い、第 2 の実施形態 に係 る接触式内部温

度計 2 0 0 では測定面 2 0 を測定対象物 に押 し付 けることによ り行 うことと

しているが、 これ らを入れ替え、第 1 の実施形態 に係 る接触式内部温度計 1

0 0 において、測定面 2 0 を測定対象物 に押 し付 けることによ りバイパス流

路 を接続するように した り、第 2 の実施形態 に係 る接触式内部温度計 2 0 0

において、ボタン 4 の押 し下げによ りバイパス流路 を接続するように した り

してもよい。

[0086] 続 いて、本発明の第 3 の実施形態 を図面 に基づ き詳細 に説明する。

[0087] なお、本発明の第 3 の実施形態 に係 る接触式内部温度計 3 0 0 の外観 は、



先に説明 した第 2 の実施形態に係る接触式内部温度計 2 0 0 と変わりがない

。そこで、第 2 の実施形態に係る接触式内部温度計 2 0 0 を背面側から見た

外観図として示 した図 7 を、本実施形態に係る接触式内部温度計 3 0 0 を背

面側から見た外観図として援用する。そして、図 9 は、本発明の第 3 の実施

形態に係る接触式内部温度計 3 0 0 についての図 7 のV I I I - V I I I 線

による概略断面図である。なお、本実施形態に係る接触式内部温度計 3 0 0

と先の第 2 の実施形態に係る接触式内部温度計 2 0 0 とは、バイパス部材 4

2 の支持構造についての若干の差異を除けば、概ねその構造は共通 している

。そこで、両実施形態において共通する部材及び構造については、同符号を

付 し、重複する説明については省略することとする。

[0088] 同図に示されているように、本実施形態に係る接触式内部温度計 3 0 0 で

は、バイパス部材 4 2 はケース 1 から延びる支持柱 3 4 0 の先端に断熱材 4

を介 して取り付けられており、ケース 1 に対 してその位置は固定されてい

る。支持柱 3 4 0 の断面形状は任意であり、中実又は中空の円柱又は角柱、

十字形状等任意のものとしてよい。支持柱 3 4 0 は、ケース 1 と一体に形成

されていても、別体として形成され、後からケース 1 に固定されていてもよ

い。

[0089] また、測定ヘッド2 は第 2 の実施形態同様、断面がベローズ状の円筒形状

である支持環 2 0 5 によりケース 1 に対 し弾性的に支持されており、接触式

内部温度計 3 0 0 の使用者が測定面 2 0 を測定対象物に押 し付けることによ

り測定ヘッド2 が背面方向に移動 して、第 1 の温度センサ積層体 3 3 、第 2

の温度センサ積層体 3 4 及び第 3 のプロ一プ3 2 がバイパス部材 4 2 に接触

し、熱的に結合する。

[0090] ここで、バイパス部材 4 2 の背面側表面には、バイパス部材 4 2 の構成材

料の線膨張係数と異なる線膨張係数を有する材質の異種材料層 4 3 が形成さ

れている。ここでは、バイパス部材 4 2 は金属であるので、異種材料層 4 3

はそれとは異なる組成の金属層とされている。これにより、バイパス部材 4

2 はいわゆるバイメタルとしての性質を有 しており、温度の上昇に伴い変形



するようになっている。

[0091 ] 図 1 0 は、図 9 における測定ヘ ッ ド2 近傍の拡大断面図であって、第 1 の

温度センサ積層体 3 3 、第 2 の温度センサ積層体 3 4 及び第 3 のプロ一プ 3

2 がバイパス部材 4 2 に接触 している状態を示す図である。本図では、図 4

同様 に、支持環 2 0 5 及び断熱材 4 並びにそれ ら部材ょり背面側 に位置す

る部材は図示を省略 している。

[0092] 同図は、使用者が測定面 2 0 を測定対象物 に押 し付けることにより測定へ

ッ ド2 が背面方向に移動 し、第 1 の温度センサ積層体 3 3 、第 2 の温度セン

サ積層体 3 4 及び第 3 のプロ一プ 3 2 がバイパス部材 4 2 に接触 し、熱的に

結合されてお り、かつ、バイパス部材 4 2 の温度がバイパス部材 4 2 を変形

させるに足るほどには上昇 していない状態を示 している。図に示 した形状 よ

り明 らかなように、バイパス部材 4 2 のうち、主 と して梁 4 2 d 及び 4 2 e

がバイメタル と して機能する。図示の例では異種材料層 4 3 はバイパス部材

4 2 の背面側表面全面に形成 されているが、その少な くとも一部、好ま しく

は梁 4 d 及び 4 e の背面側又は測定面側表面に異種材料層 4 3 を形成す

るように してもよい。なお、バイパス部材 4 2 及び異種材料層 4 3 により形

成 されるバイメタルは、測定対象物か ら第 3 のプロ一プ 3 を介 して伝わる

熱による昇温によって変形するようにその性質が定め られる。

[0093] 図 1 1 は、バイパス部材 4 2 が変形 している状態を示す拡大断面図である

。同図は、図 1 0 に対応する図示 となってお り、バイパス部材 4 2 は、異種

材料層 4 3 により形成 されたバイメタルの働 きにより、背面側 に向かって反

るように変形 している。なお、 この図示は理解 を助 けるため、その変形 を若

干誇張 して示 したものである。

[0094] バイパス部材 4 2 の変形 により、柱状部 4 2 b 及び 4 2 c は背面側 に移動

し、第 1 の背面側温度センサ 3 3 b 及び第 2 の背面側温度センサ 3 4 b か ら

離れ、両者はもはや接触 してお らず、熱的に結合 していない。 このように、

本実施形態では、バイパス部材 4 2 により接続 されたバイパス流路は、ノくィ

パス部材 4 2 自身の昇温により遮断されるのである。なお、 ここで示 した構



造は、バイパス部材 4 2 の温度上昇 に応 じてバイパス流路 を遮断する温度感

応性遮断機構の具体的な一例 と して示 したものである。かかる機構 と しては

、バイパス部材 4 2 の温度上昇 に応 じてバイパス流路 を遮断するいかなるも

のを用いてもよい。本実施形態では、バイパス部材 4 2 の表面 に異種材料層

4 3 を形成することによ りバイパス部材 4 2 自体 をバイメタル と して用いた

が、バイパス部材 4 2 の表面 に別途バイメタル を貼 り付 けてもよい。あるい

は、形状記憶合金 を用いた機構等、温度変化 を物理的な変位 に変換すること

がで きる機構であればバイメタル を用いない機構であ ってもよい。

[0095] ここで、バイパス部材 4 2 は、 その温度があ らか じめ定めた閾値 に達 した

時にその変形 によ りバイパス流路 を遮断するように設計 される。 この閾値 は

、第 1 の実施形態で述べた基準 2 の閾値 と同様であ り、第 1 の背面側温度セ

ンサ 3 3 b 及び/ 又 は第 2 の背面側温度セ ンサ 3 4 b が定常状態 に近い温度

まで昇温 された と考 え られる値 とする。 このように、温度感応性遮断機構 を

備 えることで、本実施形態 に係 る接触式内部温度計 3 0 0 は、使用者の操作

によ らず、且つ、 ァクチユエ一タ等の動力機構 を備 えることな くバイパス流

路 を遮断するようにな っている。

[0096] すなわち、本実施形態の接触式内部温度計 3 0 0 における測温動作の手順

は次の通 りとなる。手順 1 ：接触式内部温度計 3 0 0 の測定面 2 0 を測定対

象物 に押 し付 け接触 させる。 これによ り、バイパス部材 4 2 が第 1 の温度セ

ンサ積層体 3 3 、第 2 の温度セ ンサ積層体 3 4 及び第 3 のプロ一プのそれぞ

れの背面側表面 に接触 し、バイパス流路が接続 される。 また、 それをコン ト

ローラが検知 して測温動作 を開始する。手順 2 ：使用者 は、測定面 2 0 を測

定対象物 に押 し付 けた状態 を維持する。 そ して、バイパス部材 4 2 が測定対

象物か ら流入する熱 によ り昇温 し、閾値 に達 した時点で変形 してバイパス流

路が遮断される。

[0097] なお、 このバイパス流路が遮断された ことは、適宜のスィ ッチを設 けるこ

とによ り検知するように してもよいが、必ず しも必要でない。 そのため、本

実施形態では、バイパス部材 4 2 の変形 によるバイパス流路の遮断について



は、これを検知 していない。手順 3 ：第 1 の温度センサ積層体 3 3 及び前記

第 2 の温度センサ積層体 3 4 が定常状態に達 した後に測定対象物の内部温度

を算出し、表示する。このとき、ランプ 1 1 及び/ 又はプザ一 1 3 により、

内部温度の測定が終了したことを使用者に通知することが好ましい。

[0098] なお、本実施形態では、バイパス部材 4 2 の変形によるバイパス流路の遮

断は、バイパス流路が接続された状態における第 1 の温度センサ積層体 3 3

及び前記第 2 の温度センサ積層体 3 4 の定常温度より低い温度を閾値として

なされるように設定される。そのため、バイパス流路が遮断される前に、第

の温度センサ積層体 3 3 及び前記第 2 の温度センサ積層体 3 4 が定常状態

に達することはない。手順 4 ：コン トローラは、ブロア 7 を作動させ、測定

部を冷却する。

[0099] 以上の通り、本実施形態に係る接触式内部温度計 3 0 0 では、測温動作の

開始後、バイパス流路の遮断を使用者の操作によらず自動で行い、かつ、バ

ィパス流路を遮断するための動力機構を必要としない。そのため、使用者に

煩雑なボタン操作を要求することがなく、また、誤操作により計測結果に誤

差が発生 したり、計測が失敗 したりする可能性が低減されるとともに、電力

消費が少なく、製造コス トを低 く抑えることができる。

[01 00] 続いて、本発明の第4 の実施形態を図面に基づき詳細に説明する。

[01 0 1 ] なお、本発明の第4 の実施形態に係る接触式内部温度計 4 0 0 と先の第 1

の実施形態に係る接触式内部温度計 1 0 0 とは、測定へッド2 に設けられた

プロ一プの数及び配置と、バイパス部材 4 2 が分割されている点が異なって

おり、その他の構造は概ね共通 している。そこで、両実施形態において共通

する部材及び構造については、同符号を付 し、重複する説明については省略

することとする。また、本実施形態に係る接触式内部温度計 4 0 0 を背面側

から見た外観図は、第 1 の実施形態における接触式内部温度計 1 0 0 のもの

と差異がないため、図 1 を、本実施形態に係る接触式内部温度計 4 0 0 を背

面側から見た外観図として援用する。

[01 02] 図 1 2 は、本実施形態に係る接触式内部温度計 4 0 0 を測定面側から見た



外観図である。同図に示すように、本実施形態 に係 る接触式内部温度計 4 0

0 は、測定面 2 0 に 4 つのプロ一プ、すなわち、第 1 の プロ一プ 3 0 、第 2

の プロ一プ 3 1 、第 3 の プロ一プ 3 2 及び第 4 の プロ一プ 3 5 が設 け られて

いる。 これ らプロ一プの配置は任意であるが、 ここで示 した実施形態では各

プロ一プが正方形の頂点に位置するように配置 されている。

[01 03] 図 1 3 は、 図 1 2 の X I I I — X I I I 線 による測定へ ッ ド2 近傍の拡大

断面図である。本実施形態では、バイパス部材 4 2 が第 1 のバイパス部材 4

4 と、第 2 のバイパス部材 4 5 の 2 つに分離 されている。 そ して、第 1 のバ

ィパス部材 4 4 及び第 2 のバイパス部材 4 5 はそれぞれ独立 に断熱材 4 を

介 して押付桿 4 0 に取 り付 け られてお り、両者 は熱的に隔離 されている。

[01 04] そ して、第 1 のバイパス部材 4 4 は、押ボタン4 (図 1 参照）を押 し下げ

ることによ り、第 3 の プロ一プ 3 2 及び第 1 の背面側温度セ ンサ 3 3 b に接

触 し熱的に結合するものであ り、測定面 2 0 が測定対象物 に接触 している場

合 には、測定対象物 と第 1 の背面側温度セ ンサ 3 3 b 間を熱的に接続する。

また、第 2 のバイパス部材 4 5 は、押ボタン4 (図 1 参照）を押 し下げるこ

とによ り、第 4 の プロ一プ 3 5 及び第 2 の背面側温度セ ンサ 3 4 b に接触 し

熱的に結合するものであ り、測定面 2 0 が測定対象物 に接触 している場合 に

は、測定対象物 と第 2 の背面側温度セ ンサ 3 4 b 間を熱的に接続する。 そ し

て、第 1 の プロ一プ 3 0 、第 2 の プロ一プ 3 1 、第 3 の プロ一プ 3 2 及び第

4 の プロ一プ 3 5 は、熱伝導率の低 い材質か らなる測定へ ッ ド2 によ り互い

に接触 しないように支持 されているため、互いに熱的に隔離 されている。 こ

れ らの ことか ら、第 1 のバイパス部材 4 4 によ り接続 されるバイパス流路 と

、第 2 のバイパス部材 4 5 によ り接続 されるバイパス流路 は互いに熱的に独

立 していることになる。

[01 05] この構造 によれば、第 1 の背面側温度セ ンサ 3 3 b と第 2 の背面側温度セ

ンサ 3 4 b が熱的に接続 されることがな く、第 1 の背面側温度セ ンサ 3 3 b

と第 2 の背面側温度セ ンサ 3 4 b 間での熱交換 による干渉が発生 しない。

[01 06] なお、本実施形態で示 したバイパス部材 4 2 を 2 つの部材 に分 け、第 1 の



背面側温度セ ンサ 3 3 b と第 2 の背面側温度セ ンサ 3 4 b とを熱的に分離す

る構造は、本実施形態のように、先の第 1 の実施形態のみな らず、第 2 、第

3 の実施形態 にこれを適用 してもよい。

以上説明 した実施形態 に示 した具体的な構成 は例示 と して示 したものであ

り、本明細書 にて開示 される発明をこれ ら具体例の構成 そのものに限定する

ものではない。 当業者 はこれ ら開示 された実施形態 に種 々の変形、例 えば、

各部材あるいはその部分の形状や数、配置等 を適宜変更 してもよ く、本明細

書 にて開示 される発明の技術的範囲は、 そのようになされた変形 をも含むも

の と理解すべ きである。



請求の範囲

[ 請求項 1 ] 測定対象物の内部温度 を算出するため前記測定対象物の被測定面 に

接触 させる測定面 と、

第 1 の熱抵抗体の測定面側 に第 1 の測定面側温度セ ンサが配置 され

、背面側 に第 1 の背面側温度セ ンサが配置 される第 1 の温度セ ンサ積

層体 と、

第 2 の熱抵抗体の測定面側 に第 2 の測定面側温度セ ンサが配置 され

、背面側 に第 2 の背面側温度セ ンサが配置 される第 2 の温度セ ンサ積

層体 を少な くとも有 し、

定常状態 において前記第 1 の温度セ ンサ積層体 を通過する熱流束 と

前記第 2 の温度セ ンサを通過する熱流束が異なるように構成 され、

前記測定対象物 と前記第 1 の背面側温度セ ンサ間及び、前記測定対

象物 と前記第 2 の背面側温度セ ンサ間の熱的接続であるバイパス流路

を形成するバイパス部材 と、

前記バイパス流路 を接続及び遮断するバイパス流路接続遮断機構 と

前記第 1 の測定面側温度セ ンサ、前記第 1 の背面側温度セ ンサ、前

記第 2 の測定面側温度セ ンサ及び前記第 2 の背面側温度セ ンサの測定

結果 に基づいて前記測定対象物の内部温度 を算出する内部温度算出部

と、 を有する接触式内部温度計。

[ 請求項 2 ] 前記バイパス部材の熱抵抗は、前記第 1 の熱抵抗体及び前記第 2 の

熱抵抗体の熱抵抗 よ り小さい請求項 1 に記載の接触式内部温度計。

[ 請求項 3 ] 前記バイパス流路が接続 されているか否かを検知する接続検知部 を

有 し、

前記内部温度算出部 は、前記接続検知部 によ り前記バイパス流路が

接続 された ことを検知 した後、 さ らに前記第 1 の温度セ ンサ積層体及

び前記第 2 の温度セ ンサ積層体が定常状態 に達 した後 に前記測定対象

物の内部温度 を算出する請求項 1 又 は 2 に記載の接触式内部温度計。



前記接続検知部 によ り前記バイパス流路が接続 された ことを検知 し

た後、前記 ィパス流路 を遮断すべ きタイミングを検知する遮断タイ

ミング検知部 と、

前記遮断タイミング検知部 によ り前記バイパス流路 を遮断すべ きタ

ィミングが検知 された ことを使用者 に通知する遮断タイミング通知部

と、 を有する請求項 3 に記載の接触式内部温度計。

前記接続検知部 によ り前記バイパス流路が接続 された ことを検知 し

た後、前記 / ィパス流路 を遮断すべ きタイミングを検知する遮断タイ

ミング検知部 と、

前記遮断タイミング検知部 によ り前記バイパス流路 を遮断すべ きタ

ィミングが検知 された際に前記バイパス流路 を遮断する遮断部 と、 を

有する請求項 3 に記載の接触式内部温度計。

前記内部温度算出部 は、前記接続検知部 によ り前記バイパス流路が

遮断された ことを検知 した後、前記第 1 の温度セ ンサ積層体及び前記

第 2 の温度セ ンサ積層体が定常状態 に達 した後 に前記測定対象物の内

部温度 を算出する請求項 4 又 は 5 に記載の接触式内部温度計。

前記バイパス部材は、前記バイパス部材の温度上昇 に応 じて前記バ

ィパス流路 を遮断する温度感応性遮断機構 を含む請求項 3 に記載の接

触式内部温度計。

前記バイパス流路接続遮断機構 は、使用者が操作する押ボタンを含

み、使用者が前記押ボタンを押す ことによ り前記バイパス流路が接続

されるか、又は、前記測定面 をケースに対 し移動可能 に支持する弾性

支持構造 を含み、使用者が前記測定面 を前記測定対象物 に押 し付 ける

ことによ り前記バイパス流路が接続 される請求項 1 乃至 7 のいずれか

に記載の接触式内部温度計。

前記測定面 に設 け られ、前記第 1 の測定面側温度セ ンサ と熱的に結

合する第 1 の プロープと、

前記測定面 に設 け られ、前記第 2 の測定面側温度セ ンサ と熱的に結



合する第 2 の プロープと、

前記測定面 に設 け られ、前記バイパス部材 と熱的に結合する第 3 の

プロ一プと、 を有 し、

前記第 1 の プロ一プ、前記第 2 の プロ一プ及び前記第 3 の プロープ

は互いに熱的に隔離 される請求項 1 乃至 8 のいずれかに記載の接触式

内部温度計。

[ 請求項 10] 前記バイパス部材は、前記測定対象物 と前記第 1 の背面側温度 セ ン

サ間を熱的に接続する第 1 のバイパス部材 と、前記測定対象物 と前記

第 2 の背面側温度セ ンサ間を熱的に接続するとともに前記第 1 のバイ

パス部材か ら熱的に隔離 された第 2 のバイパス部材 を有 し、

前記測定面 に設 け られ、前記第 1 の測定面側温度セ ンサ と熱的に結

合する第 1 の プロープと、

前記測定面 に設 け られ、前記第 2 の測定面側温度セ ンサ と熱的に結

合する第 2 の プロープと、

前記測定面 に設 け られ、前記第 1 のバイパス部材 と熱的に結合する

第 3 の プロープと、

前記測定面 に設 け られ、前記第 2 のバイパス部材 と熱的に結合する

第 4 の プロ一プと、 を有 し、

前記第 1 の プロ一プ、前記第 2 の プロ一プ、前記第 3 の プロ一プ及

び前記第 4 の プロ一プは互いに熱的に隔離 される請求項 1 乃至 8 のい

ずれかに記載の接触式内部温度計。

[ 請求項 11] 前記 内部温度算出部 による内部温度の算出後、前記第 1 の温度 セ ン

サ積層体、前記第 2 の温度セ ンサ積層体及び前記バイパス部材の少な

くともいずれかを冷却する冷却機構 を有する請求項 1 乃至 1 0 のいず

れかに記載の接触式内部温度計。
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